
４月～１０月
項 目 今後の主要な取組

１８年度の飼料自給率向上に向けた具体的な取組項目

飼料自給率向上のた
めの推進体制の整備

地域におけるブロック会議の開催

放牧可能地仲介･斡旋

○１８年度行動計
画の点検･検証を
踏まえた、１９年
度運方針の検討

飼料自給率向上戦略会議の開催

全国飼料増産行動会議の開催

具体的な取組実績

○飼料自給率向上戦略会議（5/10）において飼料自給率向上に向けた平成１８年
度行動計画を策定。

○全国飼料増産行動会議（5/19）において飼料増産に向けた平成１８年度行動計
画を策定し、取組にかかる数値目標を設定。

○ブロックごとの飼料増産行動会議の開催（5/26北海道、5/30関東、5/31東海･近
畿、6/2北陸、6/6東北、6/8九州、6/13中国四国、6/22沖縄）。

○稲ＷＣＳや国産稲わら、放牧可能地、コントラクター活用に関する需給マップ・ネ
ットワークの整備やこれを活用した仲介･斡旋活動の強化を推進（5月～）

○飼料増産既存重点地区（137ヶ所）の現状を把握し、今年度の計画を取りまとめ
る（5/13）とともに、今年度の追加登録に向けた地域調整等の実施（10月～）。

各主体ごとの飼料自給率向上戦略会議（農林水産省、都道府県、農業団体）

農林水産省飼料自給率向上戦略会議・現地検討会

自給飼料増産のため
の具体的行動計画の

策定と検証

第１回行動会議･幹事会の開催

コントラクター実態調査

肉用牛増頭戦略会議
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１８年産ＷＣＳ作付増進重点活動

放牧伝道師養成
講座の実施

１８年度における飼料増産に向けた取組状況(１０月現在)

(広域)需給調整

○戦略会議・現地検討会において地域実態を把握し、飼料増産に向けた全省的な取
組を強力に推進（6/29～30、宮崎県国富町、高千穂町）。

○第１回幹事会（5/16）に続いて、今年度の取組状況について中間総括し、下期の
取組の一層の強化を図るとともに、２７年度目標達成のため全国の生産努力目
標のブレイクダウンに向けた意思決定を図るため、第２回幹事会を開催（10/27）。

飼料増産重点地区の追加登録

ＷＣＳコーディネーター
研修の実施

収集活動強化１８年産稲わら仲介・斡旋重点活動

放牧サミットの開催

コントラクターアドバイザー
研修の実施
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○肉用牛増頭戦略会議（4/27開催）と連動した水田における肉用牛放牧の推進。

○水田等を活用した放牧を推進するための専門指導者(放牧伝道師）養成講座を
実施（10/23～24）。

関係資料集の発行
○肉用牛の放牧推進に向けた支援対策や優良事例を取りまとめた関係資料集を
発行･配布（９月）。

○放牧の普及啓発を目的とし、「進化し始めた日本型放牧」をテーマに掲げた第６
回放牧サミットを開催（9/28～29、熊本県熊本市、阿蘇市、菊陽町、大津町）。

○飼料生産等受託組織の設立･有効活用に向けた専門指導者(コントラクターアド
バイザー)養成研修の実施（10/2～6）。

○稲ＷＣＳ作付拡大に向けた専門指導者(ＷＣＳコーディネーター）養成研修の実
施（10/2～6）。

○国産粗飼料増産対策の稲わら収集･供給に対する助成事業の取組促進に向け、
パンフレットを作成･配布（4～5月）。

○稲わら収集強化に向けたブロック会議の開催（8/29九州、9/6～7東海、9/8関
東･近畿、9/13東北、9/14北陸）。

○普及啓発のための広報活動の実施（7/27、8/31、日農）

○九州管内において、圧縮梱包した国産稲わら広域流通の調査や実証試験を実
施（10月～）。

第２回行動会議･幹事会の開催

飼料増産重点地区の１８年度
計画取りまとめ

○飼料増産運動

○稲発酵粗飼料の
作付拡大

○国産稲わらの
利用拡大

○放牧の推進

○外部化の推進

○１８年度行動計
画の点検検証を
踏まえた１９年度
運動方針の検討

○飼料増産重点
地区の追加登録
及び実績調査

○各地域におけ
る生産努力目標
の検討

○１９年産ＷＣＳ
作付増進に向け
た重点活動

○耕畜連携対策
のためのキャラバ
ン活動

○全国コントラク
ター連絡協議会
の開催

○国産稲わら確
保に向けた広域
需給調整の推進

○自給飼料増産
通信の発行

○地域の状況に
適合した放牧推
進のための現地
技術指導の実施

○全国草地畜産
コンクールの開催
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